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＜本研究のポイント＞  
◇緊急事態宣言下において、郊外都市に住む人々の生活圏がおよそ半減したことを、2020 年 4

月の緊急事態宣言（1 回目）時のデータから解明。 
◇緊急事態宣言前後では、人々の移動行動（時間帯、場所、手段）が大きく変化したことを明らかに。 
◇ウォーカブルな都市を実現に向けて、人々の行動変容促進の可能性を示唆。 
 
＜概 要＞ 

大阪市立大学大学院 生活科学研究科 居住環境学講座の加登 遼（かとう はるか）助教らの研

究グループは、郊外都市における新型コロナウイルス感染症の流行に伴う個人の移動行動の変化

を調査し、個々人の生活圏が都心部から都市内での移動へと変化しており、およそ半分、距離に

して約 9.7km 減少していることを明らかにしました。また、朝夕の時間、駅舎に多く見られてい

た人流は昼間の公園へと変化がみられ、移動手段は、自動車から自転車や徒歩に変化していたこ

とも明らかにしました。 
新型コロナウイルス感染症の流行は、我々の生活に大きな影響を与えています。その感染者数

の増加に影響を与える要因として、大阪駅などの主要なエリアにおける人流データは重要な指標

の一つとして政策立案の場に活用されてきました。しかし、個々人の生活変容を促すためには、

個々人の生活行動の変化を把握する必要があります。 
本研究では、大阪府茨木市を事例に、1 回目の緊急事態宣言が発令された 2020 年 4 月と、その

1 年前の 2019 年 4 月における個々人の移動行動の変化をスマートフォンの位置情報履歴ビッグ

データ（Agoop 社ポイント型流動人口データ）を用いて調査しました。 
調査の結果、緊急事態宣言の外出自粛要請により、郊外都市では、個々人が徒歩や自転車を中

心とした生活行動に変化していたことが明らかになりました。短期的には、緊急事態宣言の発令

などにより、人々の生活行動を抑制する方策が求められるものの、中期的には、徒歩や自転車を

中心とした「新しい生活様式」を支えるウォーカブルな都市の実現に向けた制度を充実させるこ

とで、人々の生活行動に即した行動変容を促すことが可能になります。そして、コロナ禍を経て

ウォーカブルな都市を実現することで、長期的に迎える高齢化を伴う人口減少にあっても、人々

の健康な暮らしを支えることができると期待されます。 
 
 
  
  
 
 
 

「緊急事態宣言下」での個々人の行動変化を明らかに 

郊外都市でのコロナ禍の人流変化を解明 

プレスリリース 

市民に生活変容を促す上で、都市空間をデザインすることは、

有効な方法の一つです。近い将来、少子高齢化と人口減少が

予測される郊外都市は、コロナ禍を通して、ウォーカブルで

歩きやすい都市計画が求められます。 
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＜研究の内容＞ 
一連の論文（P3-4＜掲載誌情報＞ご参照）は、大阪府茨木市を事例とした研究です。大阪駅周

辺などの主要な都心部エリアの人流は既に調査されており、政策立案の場に活用されてきました。

しかし、人々の生活行動の中心として、コロナ禍による広域な移動の自粛の影響を受ける郊外都

市は、未解明な部分が多くありました。そこで、スマートフォンの位置情報履歴ビッグデータ

（Agoop 社のポイント型流動人口データ）を用いて、1 回目の緊急事態宣言が発令された 2020 年

4 月と、その 1 年前の 2019 年 4 月における個々人の移動行動の変化を分析しました。そのデータ

は、1 日あたり、人口約 4～5%の人々の約 160 万ログを用いて、日々の移動行動を分析したこと

になります。図 1 は、研究の全体像を整理したものです。 
 

 
図 1 分析の全体像 

 
その結果、個々人の生活圏が、2020 年 4 月に、都心部から都市内での移動へと変化しており、

およそ半分、距離にして約 9.7km 減少していることを明らかにしました（図 2）。 
 

 
図 2 2020 年 4 月と 2019 年 4 月の生活圏の変化 

 
また、朝夕の時間、駅舎に多く見られていた人流は、2020 年 4 月の緊急事態宣言下では、昼間

の公園へと変化していたことがみられ、移動手段は、自動車から自転車や徒歩に変化していたこ

とも明らかにしました（図 3）。 
 



 

 
図 3 高密度な時空間が形成されている様子 

 
＜今後の展開について＞  

新型コロナウイルス感染症の流行が長期化する現在、いかにして市民の生活変容を促すことが

できるでしょうか？ 新型コロナウイルス感染症の流行が長期化する現在、感染者の急速な増加

を抑制するためには、短期的には、緊急事態宣言の発令などで人々の生活行動を抑制する方策が

求められます。しかし、中期的には、徒歩や自転車を中心とした「新しい生活様式」を支えるウ

ォーカブルな都市の実現に向けた制度を充実させ、人々の生活行動の変化に即した行動変容を促

すことが必要であると考えられます。そのために加登助教らの研究グループは、調査期間や対象

地域を増やしながら、人々の生活行動の変化に即した行動変容を促す方策について、都市空間の

デザインの観点から、今後も研究を行っていきます。 
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